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公立大学法人北九州市立大学（学長：柳井 雅人、以下「本学」）は、株式会社情報戦略テクノロジー

（代表取締役社長：髙井 淳、以下「情報戦略テクノロジー」）と産学連携協定を締結しましたので、お知

らせいたします。 

2027 年４月に開設予定である「情報イノベーション学部（仮称・設置構想中）」において、協働で教

育を行い、デジタル人材を創出し、地域経済の活性化に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[キャプション]写真左から：本学学長 柳井、情報戦略テクノロジー 川原執行役員 

 

１ 産学連携協定締結の背景 

本学は、国の方針や市内企業のニーズを踏まえ、デジタル人材のさらなる創出を目的に、2027 年

4月に「情報イノベーション学部（仮称・設置構想中、以下「新学部」）」を開設します。 

新学部では、市内を中心とした企業と連携し、実際のビジネスにおける課題解決力を身につけるべ

く実践的な教育を展開し、アントレプレナーシップ教育等のマインド教育や、多くの企業と連携した

PBL（Project Based Learning）をカリキュラムに組み込み、実践を通して教育していきます。 

 

情報戦略テクノロジーは、2022年 7月に北九州市と連携協定を締結して以来、北九州市における

企業DXの推進やデジタル人材の育成等に取り組んできました。このような活動を経て、2024年11

月、情報戦略テクノロジーの更なる事業の拡充とデジタル人材の確保を目的として、初の拠点となる

九州支店を開設し、2024年 12月には北九州市と立地協定を締結しました。 

 

このような双方の将来に向けた取り組みを踏まえて産学連携協定を締結し、スキルとマインドを包

括的に教育することでDX推進できる人材を輩出し、地域経済の発展を目指します。 

 

２ 協定締結日     ２０２5年２月 14日（金） 

 

北九州市立大学と情報戦略テクノロジーが産学連携協定を締結 

－産学協働で実践的教育に取り組み、デジタル人材の育成・雇用を推進－ 
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３ 今後の展開について 

 情報戦略テクノロジーとの連携をさらに深めながら、下記の取組を通じて、高度なデジタル人材の育

成と地域経済の活性化に貢献してまいります。 

 

・ 情報戦略テクノロジーとの連携による実践的なデジタル人材の育成 

・ 情報戦略テクノロジーから、新学部における以下の支援（予定） 

 - 奨学金支援（授業料に対し最大全額補助） 

 - カリキュラムの共同作成 

 - PBL（Project Based Learning）の共同実践 

 - データの提供を通じた研究支援 

 

【産学協働で PBLのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 本学学長 柳井のコメント 

「このたび、株式会社情報戦略テクノロジーと産学連携協定を締結できることを大変嬉しく思います。 

この協定により、「情報イノベーション学部（仮称・設置構想中）」におけるデジタル人材の養成に向け

た実践的な共同教育の実現にお力添えいただくことを期待しております。 

「情報イノベーション学部（仮称・設置構想中）」では、地域をフィールドとして実践的な課題解決能力

を磨き、実社会が求める高度情報人材を育成できるよう努めてまいります。 

また、若者を小倉都心部に呼び込み、まちのにぎわいづくりにも協働して取り組んでまいります。」 

 

■ 情報戦略テクノロジー 髙井淳 代表取締役社長のコメント 

「このたび、北九州市立大学との産学連携協定を締結したことにより、さらに連携が深まることを期待

しております。 

北九州市における当社の事業活動を通じて、これまでの DX 推進の取り組みに加え、高度なデジタ

ル人材の育成により、地域経済の活性化へのさらなる貢献に努めてまいります。」  
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＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

北九州市立大学 新学部設置準備課 木下、上田 

TEL：093-964-4035 

E-mail：shingakubu@kitakyu-u.ac.jp 

 

＜大学広報全体に関するお問い合わせ先＞ 

北九州市立大学 企画戦略課広報係  石井、押領司 

TEL：093-964-4196 

 

 

※本リリースに掲載する社名等は、各社の商標または登録商標です。 


